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※本稿は，平成28（2016）年9月11日に開催された「Symposium on Legal Developments






（法第 7条の 2第 1項）
排除型私的独占
（法第 7条の 2第 4項）
※1　事業者団体も同様
　　 （法第 8条の 3）
支配型私的独占
（法第 7条の 2第 2項）
共同の取引拒絶（法第 20条の 2）※2
差別対価（法第 20 条の 3）※2















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































384 松山大学論集 第30巻 第5－1号
対する行動統制的効果（犯罪抑止効果）」は，「どの範囲で存在するのか」，言
い換えれば，「刑罰規定を備える法律の目的を達成するために，刑罰の機能と
しての『社会的な非難又は呵責性の付与』・『スティグマの刻印づけ機能』は『行
動統制的効果（犯罪抑止効果）』と常に協働的に作用するのか」について，そ
の限界を検討する必要がある。89）
注
89）刑罰の機能を考える前提として「現時点において，公平の観点から個人の自由と個人の
安全を調和させるために，どのような規範的原理を設定すればよいか」，言い換えれば，
「現代においてよりよい協働あるいは共生の社会を作り出すためには，いかなる規範的原
理を奉戴することが望ましいか」（盛山和夫「公共社会学は何をめざすか」『社会学評論』
68巻1号（平29年・2017年）13頁）という問題設定をした場合，「規範的原理」である
以上，実際の行動原理とは異なる可能性が高い。（「実証的」という意味での）「現実の人
間」の行動原理を解明すること（これを解明するための方法論を法解釈学は有しないであ
ろう）を前提として，（法解釈学が設定した）「規範的原理」との差異を比較した上で，こ
のフィクション性をどのレベルで抑えるかについては，別途検討する必要がある（小田・
前掲注（37）34－5頁参照）。
（本稿は，2017（平成29）年度「松山大学特別研究助成」の成果の一部である）
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